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１．研究の目的 

 

2011 年 3 月に発生した東日本大震災は未曽有の大

惨事となった．その教訓を踏まえて国の防災基本計

画では，最大級の地震津波に対してハードとソフト

の両面で検討することの重要性が示された．  

そこで本研究では，2007 年に能登半島地震を経験

した輪島市臨港地域を対象として，地方都市におけ

る防災教育や地域防災力向上のツールとして，市が

保有する GIS データを活用してマルチエージェント

システムを用いた地震津波避難シミュレーションの

適用に関する基礎的研究を行うことを目的とする．

なお本研究は，2014 年度に野村らが行った研究 1)に

基づくものである． 

 

2．輪島市臨港地域の概要 

 

能登半島の北西にある輪島市は、総人口 30,136人

（平成 24 年 8月 1日現在），世帯数 12,913の町であ

る．今回の研究対象とした輪島市臨港地域（以下、

輪島地区）を図-1に示すが，人口 12,338人、世帯数

3,776 を有する輪島市の約半数が対象となる中心地

区である． 

 

３．マルチエージェントシステムを用いた津波避難

シミュレーション分析 

 

 2013 年に野村らが行った津波避難シミュレーシ

ョンで避難状況の悪かったケース 5 を基本ケース

とした．本研究ではこのケースに，条件を追加した

ケース 6，7 についてシミュレーションを行った．

ケース 6 では，ケース 5に図-1の 14の位置のホテ

ルを避難場所として追加したケースである．ケース

7 では，浸水エリア内もしくは近接している避難場

所の収容人数を増加させた．理由は，避難生活を想

定した場合の収容人数ではなく，一時的に留まる場

合の収容人数にしたためである． 

 

図-1 輪島地区避難所一覧 

 

4．まとめ 

 

第一に，新しい避難場所を追加する場合，収容人

数が少ない，もしくは近くに避難場所がないという

状況では，すぐに避難場所の容量を越え，次の避難

場所への道で渋滞が発生し、逆効果であるというこ

とがわかった． 

第二に，現在指定されている避難場所の収容人数

を単純に増加させると，避難を完了する人は増加す

るが，渋滞は解消されず，望む結果は得られないこ

とがわかった． 
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